（ロ）案件創出型　
平成30年度 地域プラットフォーム形成支援　応募様式
	応募主体の名称
	※地方公共団体等が応募主体となる場合は、地方公共団体等の名称をこちらに記入してください。

	連絡先
（担当者）
	（部　　署）
（担当者名）
（住　　所）
（電　　話）
（Ｅメール）

	地方公共団体等の名称
	※複数の地方公共団体等が参画する場合は、代表となる地方公共団体等の名称を記入してください。

	連絡先
（担当者）
	（部　　署）
（担当者名）
（住　　所）
（電　　話）
（Ｅメール）

	①地方公共団体等におけるPPP/PFI事業の形成に向けた取組状況

	・地域プラットフォームに参画する地方公共団体等の庁内等におけるPPP/PFI手法の検討体制
・PPP/PFI優先的検討規程や公共施設等総合管理計画の整備状況（予定を含む）
・PPP/PFIの活用推進を謳った地方版総合戦略や基本方針の有無
・地域（産・学・金の関係者等）又は庁内におけるPPP/PFI実施への機運の高まり　等
※既に地域プラットフォームの取組を行っている場合は、その取組内容を記載するとともに、今回形成しようとするプラットフォームが既存のものと異なる点について、記載してください。

	②地域プラットフォームを導入する背景、目的

	・地域プラットフォームに参画する地方公共団体等がPPP/PFI手法の活用推進を図る背景
・地域においてPPP/PFI事業に取り組む上での課題（地域プラットフォームを通じて解消したい課題）の内容　等


	③地域プラットフォームで実現したい内容、中長期的な活用方針

	・地域プラットフォームで実施したい内容
・地域プラットフォームの中長期的な運営、活用方針　等


	④地域プラットフォームで検討したい国土交通省所管のテーマ、事業

	・地域プラットフォームで取り上げることを想定しているテーマ、事業　等

	⑤案件創出に向け想定している地域プラットフォームの取組内容

	※セミナー等によるPPP/PFIの普及啓発、候補案件のリスト化、候補案件について事業者へのヒアリング等、想定している取組内容の詳細や、開催スケジュール・場所・回数等を具体的に記載ください。


	⑥支援を希望する内容

	※地域プラットフォームの導入・実施において、国土交通省委託のコンサルタントに支援を希望する内容を具体的に記載してください。


	⑦関係機関等との調整状況

	※地域プラットフォームへの参画が予定されている関係機関、団体等（地方公共団体、地域の企業、業界団体、学識経験者、金融機関等）があれば、調整状況と併せて、ご記載ください。



※必要に応じて、参考資料を添付してください。
※枠の大きさは、適宜変更してください。
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